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財務会計の基礎概念をめぐる未解決問題

池 田 幸 典

1 ．未解決問題を整理する必要性

これまで，財務会計の基礎概念をめぐる研究には，かなりの研究の蓄

積がみられるが，それでもいくつかの未解決問題が残されている。

しかし，未解決問題でいうところの「未解決」のレベルには，様々な

ものがあり，「未解決」の意味も様々なものがある。たとえば，資本維持

論のように，制度上解決している 1 問題であるとしても，その論者にとっ

ては未解決であると考える場合は，それは当該論者にとっての「未解決

問題」となる。あるいは，現在の暗号資産会計のように，新しく登場し

て手つかずの問題は当然，新しいが故に十分に論じられていないという

意味において「未解決問題」となる。会計の考え方の変化によって，こ

れまで（会計の考え方の変化がみられる前には）十分に論じられてこな

かったものを「未解決問題」として検討する必要性が出てくるケースも

あるかもしれない。

そこで本稿では，「未解決」の意味を明らかにしたうえで，かかる基礎

1 　資本維持については，大別すると，名目資本維持，実質資本維持，実体資本維
持の 3 つの考え方がある。現在の日本の会計制度では，名目資本維持概念を前提
にしている。

1



― 12 ―

概念をめぐる未解決問題を整理し，それを解決するための方向性につい

て検討していく。

2 ．会計理論の全体における基礎概念の位置づけ

前稿では，財務会計の理論体系を以下の図 1 のように整理した（池田

図 1　理論体系の大まかなイメージ

（注）矢印の向きは，演繹理論を前提にしている。
出典：池田［2020］16頁。

会計とは何か？

（特定の経済主体が営む経済活動およびこれに関連する経済的事

象を主として貨幣額で測定し，記録し，かつ，伝達する行為
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［2020］16頁）。

ここで，基礎概念は，前提にそって決定されるものであり，可変的性

質を持っている。したがって，基礎概念は，論者によって異なりうる。

まず，会計の目的については，様々な考え方がある。ここでは営利企

業に限定して論じることとするが，その場合でも，会計目的については，

主に，受託責任の解除を目的とする考え方と，利用者に対する情報提供

を目的とする考え方が存在する（佐藤［2007］2-5頁）。

何のために会計を行うかが決まっても，誰のための利益を計算するか

という会計主体の問題が存在する。これまで会計主体は多くの学説が提

示されてきたが，主だった学説には出資者や所有者を会計主体と見る資

本主説，企業それ自体を会計主体と見るエンティティ説などがある 2 。

財務諸表に関する諸概念は，上述のように構成要素の諸概念それ自体

の問題と，それらの認識・測定に関する問題に分けることができる。概

念フレームワークなどでも，この両者を分けて考えている。

これらの基礎概念の適用（応用）の問題として，リース会計やストッ

ク・オプション会計などの個別問題がある。財務会計の研究では，個別

の会計問題について取り扱ったものも多いが，上述の可変的前提を明ら

かにしたうえで，財務諸表に関する諸概念を演繹しつつ，それを適用す

る形で個別の問題を論じるのが，個別問題に関する研究の本来のあり方

である。

2 　もちろん会計主体についてはこれ以外の学説も多く存在する（新井［1963］や
大堺［1988］などを参照）が，それを列挙するのは本稿の本旨ではない。紙幅の
都合もあるので，ここでは，会計主体については様々な学説が存在することと，
大別すると出資者を会計主体とする資本主説（およびそれに類する考え方）とエ
ンティティそれ自体を会計主体とするエンティティ説（およびそれに類する考え
方）があることを指摘するにとどめておく。
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3 ．基礎概念をめぐる未解決問題における「未解決」とは

（ 1 ）「未解決」の意味

そもそも「未解決」とは，どのような状態を意味するのであろうか。

未解決とは解決していないことを指す。当該問題について議論がなさ

れ，結論を導く道筋や方法などが見出され，これ以上議論の必要がない

状態になることを，本稿では「解決」ということにする。したがって，

未解決とは，次の①②の状態のいずれか，または両方を指している。

①結論を導く道筋や方法などが見出されていない状態

②議論が続いている状態

そもそも議論が始まっていない状態は，議論が続いていないので②に

は該当しないが，結論を導く道筋や方法などが見出されていないが故に

議論が始まっていないと考えられることから，①に該当する。議論が途

中で放棄された状態は②に該当するが，議論する意味がなくなって議論

が終了した場合は解決したということになる 3 。

（ 2 ）「未解決」のレベル

では，「解決」「未解決」を判断するのは誰か。これが未解決のレベル

に関係する。

まず，「解決」「未解決」の判断主体として，会計基準設定主体等が考

えられる。実務上解決すべき論点が存在し，それを受けて会計基準設定

3 　ただし，解決の道筋が見出されないままにやみくもに議論を進めていても，上
述の①を満たさないことから，本稿でいうところの解決にはならない。それは未
解決状態といわざるを得ない。
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主体等が論点整理を試みたり，会計基準設定に向けて議論をしたりして

いる状態は，制度上の未解決状態であるといえる。こうした議論を経て

会計基準が設定されれば制度上解決が図られたといえる。もっとも，会

計基準がなくても税務上は解決が必要な状況は存在するため，「会計基準

設定主体等」といった場合には企業会計基準委員会や米国財務会計基準

審議会（FASB），あるいは国際会計基準審議会（IASB）などといった

会計基準設定主体以外に，国税当局なども含まれる 4 。

つぎに，「解決」「未解決」の判断主体として考えられるのが，学界で

ある。特定の論点について，会計学研究者のコミュニティたる学界にお

いて，多くの論者が概ね同じ結論を出していれば，学界における「解決」

が図られたといえるが，多くの論者が議論を試みている状態であれば，

それは「未解決」状態といえるであろう。学界における議論は制度上の

解決に影響されることもあれば，逆に制度上の解決に影響を及ぼす 5 こ

ともあるが，両者（制度と学界）は，建前上は別のものであり，制度上

の決定事項（つまり制度上解決したこと）に対して学界が異論を唱える

ケースも考えられる。

しかし，学界における多数説に対して，少数説を唱える論者もおり，

4 　つまり，「会計基準設定主体等」の中にも，様々なものが考えられ，それらは
国内のものだけでなく，海外のものであることも考えられる。たとえば，日本で
は制度的に解決している問題であっても，海外の会計基準設定主体等（国際会計
基準審議会等を含む）では解決しておらず議論が続いている状態の問題が存在す
ることも考えられる。

5 　かつて米国会計学会（American Accounting Association, AAA）は，会計基
準の設定に積極的に関与し，1936年に会計原則試案（AAA［1936］）を公表した
のを皮切りに，1941年には会計原則（AAA［1941］）を公表し，その後も会計原
則に逐次改訂（AAA［1948］；AAA［1957］）を重ねてきた。現在では会計基準
設定自体には直接携わらないものの，会計基準設定主体等が公表する文書に対す
る意見発信を行っている。
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多くの論者が同一の結論を導いて概ね解決したと判断したとしても，一

部の少数説を唱える論者にとっては解決しておらず，さらに議論を続け

ているといったことも考えられる。これは個人レベルの「未解決」であ

る。たとえば，制度上，会計主体は資本主説に拠っていると解されるが，

これに対してエンティティ説を主張する論者は現在も存在し，エンティ

ティ説に関する研究がなされている 6 。

すなわち，未解決には，制度レベルの未解決，学界レベルの未解決，

個人レベルの未解決といったように，様々なレベルのものがあり得る。

かかる「未解決」のレベルには，差はあれども，優劣は存在しない。

個人で行う研究における未解決は必然的に，個人レベルの未解決であ

ることになる。究極的には，「解決」「未解決」の判断は個人の問題に帰

することになる。

4 ．基礎概念をめぐる未解決問題の諸相

（ 1 ）会計目的に関する未解決問題

さきに整理したように，会計目的については，主に 2 つの考え方があ

る。ひとつは会計責任論，受託責任会計あるいは利害調整会計と呼ばれ

るものであり，もうひとつは意思決定有用性説とか意思決定有用性アプ

ローチと呼ばれるものである。この両者の関係については，会計責任や

受託責任の方を重視する考え方（安藤［2001］；池田［2016］など），お

よび意思決定有用性の方を重視する考え方（IASB [2018] など）が考えら

れる。

米国会計学会の基礎的会計理論報告書（AAA［1966］）以降，会計理

論は意思決定有用性を重視する考え方へとシフトしてきた。しかし他方

6 　こうした研究としては，最近では村田［2019］がある。
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で，会計責任や受託責任を重視する見解も依然としてある。

IASB の概念フレームワーク・プロジェクトでも，意思決定有用性の

みを財務報告の目的としようとしていたが，受託責任を盛り込むことを

主張する者も多く，結果的に意思決定有用性を第一義的な目的としつつ，

受託責任についても（それが主目的と位置づけられたわけではないが）

概念フレームワークに盛り込まれることとなった（IASB [2018] par.1.4(b), 

pars.1.22-1.23, pars.BC1.32-BC1.41）。

会計目的をどのように決めるかについては，会計目的とは様々な基礎

概念の前提となるものであることから，会計理論の構築に当たって必ず

検討を要する課題であるといえる。

（ 2 ）会計主体に関する未解決問題

会計主体に関する学説には様々なものがあり，かつての会計主体論争

では会計主体に関する学説が盛んに論じられてきたが，現在では盛んに

論じられているとはいえない。

会計主体とは，会計報告を行うための組織のあり方に関する考え方の

ことではなく 7 ，利益とそれを生む基礎となる持分のあり方に関する考え

方である。会計主体に関する学説は，大別すると，資本主説とエンティ

ティ説の 2 つに分けることができる。制度上は資本主説に立脚している

とされているが，エンティティ説を主張する論者もいる。

7 　これはしばしば「報告エンティティ（reporting entity）」と呼ばれるが，その
報告エンティティがどのような持分および利益を算定し報告するかについては，
報告エンティティを決定しただけでは一意的には決まらない。報告エンティティ
とは「財務諸表の作成を要求されるか，または選択するエンティティ」（IASB

［2018］par.3.10）を指しており，会計報告を行う者のことを指す。誰が会計を行
うかという問題（報告エンティティ）と，誰のための利益を算定・報告するかと
いう問題（会計主体）は，切り離して考えなければならない（Ball［1988］p.8）。
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会計主体の問題は，資本取引と損益取引の区分のあり方を決めるうえ

で重要な役割を果たしていると考えられる。たとえば，エンティティ説

では，資金提供者たる株主と債権者を同列に扱うが，株主を企業外部の

資金提供者とみなして，債権者と同列に扱うと，支払配当金は支払利息

と同様に費用となる（Anthony [1983] pp.93-96）。しかし資金提供者た

る株主と債権者を同列に扱う場合でも，株主と債権者を等しく企業に資

金を提供する出資者と捉えると，債権者に支払われる利息は，株主に支

払われる配当と同じように扱われ，出資の払戻と捉えられることになる

（Paton and Littleton [1940] pp.34-44）。資本主説の場合は，支払利息は

外部の資金提供者への支払として費用となり，支払配当金は内部の資金

提供者に対する出資の払戻ということになる。

したがって，優先株式の会計処理 8 やストック・オプションの会計処

理 9 など，資本取引・損益取引の区分や負債・持分の区分に関する個別

8 　日本では優先株式が負債か株主資本かといった問題はあまり生じないが，海外
では償還義務を発行者が負う優先株式は負債であるとする研究がみられる（Nair 
et al [1990] pp.38-41）。しかし，そこでは負債の定義として，「過去の取引または
事象の結果として，特定のエンティティが他のエンティティに対して，将来にお
いて資産を譲渡しなければならない，または用役を提供しなければならない現在
の義務から生じる，発生の可能性の高い将来の経済的便益の犠牲」（FASB [1985] 
par.35）という，FASB 概念フレームワークにおける負債の定義が採用されてお
り，負債が持分とは異なるものであることが前提となっている。かりにエンティ
ティ説に基づいて，こうした優先株式を普通株式と同列に負債（すなわち外部資
金源泉）と扱うのであれば，優先株式どころか普通株式も負債となる。

9 　エンティティ説に立脚し，債権者と株主を同列に捉えると，労働者（役員およ
び従業員）は会社から給料・報酬を受け取る債権者であって，債権者の出資分も
株主の出資分もエンティティからすれば外部資金提供者からの資金源泉である。
そうした見地から，貸方項目としてのストック・オプションの会計処理を考える
と，労働者に報酬として付与されたストック・オプション（新株予約権など）は
負債として扱うことが妥当であるということになる。
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問題を扱う上で，会計主体は避けて通れない検討課題である。こうした

研究を行う際には，まず自らが立脚する会計主体を明らかにしておく必

要があり，かかる作業を経ていなければ，会計主体の決定問題が未解決

問題として，のしかかることになるであろう10。

（ 3 ）構成要素に関する未解決問題

財務諸表の構成要素については，概念フレームワーク等で定義がなさ

れているが，いくつかの課題も残されている。とくに利益概念を巡って

は，かなり多くの議論がなされている。

構成要素に関する課題には，次のようなものが挙げられる。

①資産の定義に関する問題

資産の定義には様々なものがあるが，現在では，資産は「過去の取引ま

たは事象の結果として，特定のエンティティにより取得または支配され

ている，発生の可能性の高い将来の経済的便益」（FASB [1985] par.25），

あるいは「過去の事象の結果としてエンティティによって支配されて

いる現在の経済的資源」（IASB [2018] par.4.3）のように，将来のキャッ

シュ・フローを生み出すものと定義される（FASB [1985] pars.25-28；

IASB [2018] pars.4.3-4.4, par.4.16）ことが多い。キャッシュとは現金のこ

とであるが，それは資産に含まれている。では現金は資産の定義に合致

するものなのであろうか（池田［2018］1 頁）。現金それ自体は現金を生

10　なお，制度上は，資本主説（またはその変形である代理人説）に立脚している
と解されるので，会計基準の設定に当たっては，会計基準設定主体が会計主体の
選択問題について言及することはない。

9
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まないので，現金は資産の定義を満たさない11。これについては，現金

が資産であることは半ば当たり前のこととして受け入れられているよう

であるが，正面から論じたものはあまりない（池田［2018］ 6 頁）。

つぎに，資産の定義を巡る課題の 1 つとして，「支配」概念の意味が

挙げられる。資産の定義における支配とは，「経済的資源の利用を指図

したり，経済的資源から得られる経済的便益を獲得したりすることがで

き」，かつ，「他者が経済的資源の利用を指図したり，経済的資源から得

られる経済的便益を獲得したりすることを妨げることのできる，現在の

能力」（IASB [2018] par.4.20）を指す。しかし「支配」の概念は資産の

定義にのみ見られるわけではなく，会社の支配という意味でも用いられ

る（IASB [2013] pars.3.17-3.22）。そこで，この両者の関係をどのように

捉えるかを明らかにしておく必要がある。

また，資産の定義については蓋然性が問題になることもあるが，これ

は負債の定義において特に問題になることなので，次項で詳しく検討す

ることにしよう。

②負債の定義に関する問題

負債の定義には，記帳・帳簿締切の結果生じる貸借対照表貸方項目の

うち資産の減少ではない項目と定義するもの（AIA [1953] par.27）もあ

るが，これでは負債とは何かという問いに正面から答えたことにはなら

ない（Kerr [1984] p.8）。動態論においては，費用未支出など，収益・費

用と収入・支出のずれで負債が定義されることもあるが，これも負債を

11　「貨幣の購買力がその価値と将来の経済的便益の基礎である」（FASB [1985] 
par.29）としても，将来の経済的便益を生むのは貨幣それ自体ではなく，貨幣と
交換した後に得られる財であるから，貨幣が将来の経済的便益であるとはいえな
い。貨幣には価値（購買力）を保つ機能（価値保蔵機能）があるが，こうした価
値保蔵機能を持つ貨幣は「それ自体は増えない」（石橋［2016］34頁）のである。

10
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会計手続から結果的に生じたものとしているにすぎず，負債とは何かと

いう問いに正面から答えたことにはならない。

これに対し，負債を債権者持分と定義する場合には，株主持分との等

質性を強調することになり，債権者に対する利息等の支払と，株主に対

する配当の支払を同じように会計処理する（利息支払と配当支払を資本

取引としてそれぞれの持分の減少として処理する12，または利息支払と

配当支払を損益取引として費用処理する）ことを主張する学説が採られ

ることになる。

現在では，何らかの義務を含むものとして負債を定義することが多い。

この「義務」については，法的な義務（債務）に限定する立場と，法的な

義務よりも広く捉えて経済的義務まで含める立場がある。現在では後者

の立場が採られることが多く，概念フレームワークでは，負債は「過去

の取引または事象の結果として，特定のエンティティが，他のエンティ

ティに対して，将来において資産を譲渡するか，あるいは用役を提供す

るかしなければならない現在の義務から生じる，発生の可能性の高い経

済的便益の犠牲」（FASB [1985] par.35），あるいは「過去の事象の結果

としてエンティティが経済的資源を引き渡さなければならない現在の義

務」（IASB [2018] par.4.26）と定義される。こうした負債の定義について

も，会計の利益に関する考え方に左右されるので，前提として会計の利

益に対する考え方を整理しておかなければならない。

負債の定義については（資産の定義でも同じであるが），蓋然性に関す

る扱いが問題になる。蓋然性は引当金の会計処理などで，とくに問題にな

る。資産・負債の定義には，蓋然性を含めるものと，蓋然性を含めない

ものとがある。資産・負債の認識・測定において蓋然性をどのように考

12　これは「代理人的企業主体説」（佐藤［2007］11頁）と呼ばれることもある。

11
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慮するかについては，下記のようにいくつかの方法がある（池田［2017］

67頁）。

（ａ）蓋然性を定義に含める

（ｂ）蓋然性を定義に含めず，認識規準に含める

（ｃ）�蓋然性を定義にも認識規準にも明示的には含めないが，会計基準

設定の際にその扱いを考慮する

（ｄ）�蓋然性を定義にも認識基準にも含めず，測定の際に考慮する（認

識において蓋然性を考慮しない）

FASB の資産・負債の定義には蓋然性に関する内容が含まれているが，

IASB 概念フレームワークにおける資産・負債の定義には蓋然性に関す

る内容が含まれていない。2005年に公表された国際会計基準（IAS）第

37号の公開草案では，蓋然性の高低に関わらず，「金融負債以外の負債」

（IASB [2005] par.10）である非金融負債を認識し（IASB [2005] pars.22-

24），測定の際には期待値を採り（IASB [2005] par.31），蓋然性は測定の

際に考慮することを提案していた13。

蓋然性を負債（資産も含む）の定義や認識・測定にどのように反映さ

せるかについては，上記のような方法があるが，情報の有用性や会計目

的などに照らして考える必要がある。

13　IASB の引当金に関するプロジェクト（負債プロジェクト）は2010年にいった
ん中止され，改めて2018年に引当金の会計基準に関する改善プロジェクトが立ち
上がったが，現在ほとんど進んでおらず，2021年11月 7 日の時点では，プロジェ
クトの方向性を決める段階まで進んでいない。

12
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③持分の定義に関する問題

持分の定義に関して問題になることは，会計主体との関連である。誰

の利益を算定するかを決めるということは，利益の元となるものの範囲

を決めることにもつながるからである。したがって，持分の定義を決め

るには会計主体の選択問題を論じなければならない。

そのうえで，資産から負債を引いた金額をどのように捉えるかについ

ては，単なる差額と見るもの，出資者（またはそれに類するもの）の持

分と見るもの，企業それ自体の持分と見るものなど，様々な見解が存在

する。

「純資産」は資産から負債を引いた単なる差額と定義される（企業会計

基準委員会［2006］第 3 章，第 6 項）ことが多いが，資産から負債を引

いた残余を「持分（equity）」とするものがある（FASB [1985] par.49）な

ど，用語法にも混乱が見られる。日本の会計制度上は純資産のうち株主

に帰属するものを「株主資本」とする（企業会計基準委員会［2006］第

3 章，第 7 項）が，株主資本は所有者持分（owners’　 equity）を指してお

り（池田［2007］109頁，脚注12）14，単なる資産から負債を引いた残余と

はなっておらず，資産から負債を引いた残余としての持分を所有者（株

主）のものと規定する FASB や IASB の概念フレームワークとは，齟齬

が見られる。また，資産から負債を引いた額は資本と呼ばれることもあ

る。このように，純資産，持分，資本の用語については，混乱をきたし

ているのが現状であり（池田［2021］10頁），整理したうえで使い分けを

図る必要がある。

14　企業会計基準第 5 号について企業会計基準委員会が公表した英文サマリー
（https://www.asb.or.jp/en/wp-content/upgrades/bs_e.pdf，2021年12月17日閲
覧）では，株主資本は owners’ equity と訳出されており，株主資本は株式会社の
所有者たる株主の持分という意味が与えられている。

13
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④利益概念および収益・費用概念を巡る問題

利益は会計の中心的な課題の 1 つであることから，利益概念に関する

議論は数多くみられる。

利益の意味については，大きく分ければ，結果と見るものと，経営者の

成果と見るものがある（佐藤［2007］23-26頁）。前者の場合は，資産・

負債の変動の結果として利益を捉えることから，資産・負債を重視する

資産負債アプローチに立脚している。これに対して，利益を経営者の成

果と見るものは，経営者の成果として収益を捉え，その成果を得るため

の努力（犠牲）として費用を捉えることから，収益費用アプローチに立

脚している。結果的に利益の意味については，その背後にある利益観の

選択問題に帰することになる。

現在，制度上は，純利益とともに，包括利益を表示しなければならな

い。包括利益とは「出資者以外の源泉からの取引その他の事象及び環境

要因から生じる，一期間における持分（資産から負債を引いたもの，引

用者注）の変動」（FASB [1985] par.70）であり，包括利益は資産・負債

の変動で把握されることから，資産負債アプローチに依拠した利益であ

る。他方，純利益は包括利益とは異なる概念であり，実現概念，または

「投資のリスクからの解放」に立脚した利益である15。これは収益から費

用を控除して求めることから，収益費用アプローチに立脚した利益とい

うことになる。資産・負債の定義を重視して資産・負債の評価を行いつ

つ，それによる資産・負債の変動を利益に含めると包括利益になるが，

かかる資産・負債の変動は当期の業績には含めるべきではないと考えれ

ば，資産・負債の変動は純利益には含めず，その他の包括利益として算

15　「実現」の概念と，「投資のリスクからの解放」という概念は，類似する点もある
ものの，異なる点もある。また，「実現」概念にはその意味を広義に解するものと
狭義に解するものがある。これらの点については辻山［2007］147-150頁を参照。

14
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入される（佐藤［2007］26-27頁）。

純利益と包括利益という 2 つの利益については，どちらかが相対的に

有用性が高いことしかいえず，どちらかが有用で，どちらかが有用でな

いので，どちらか一方の利益のみを表示するべきであるとはいえない。

この両者（包括利益と純利益）の差額に当たるものが「その他の包括利

益」である。包括利益を純利益とその他の包括利益に分けた場合にはそ

の他の包括利益にも何らかの情報価値がある（若林［2010］151頁）ので

あれば，その他の包括利益を表示すべきではないとまではいえないであ

ろう。

このように，現在では，純利益と包括利益という 2 つの利益概念が併

存しているが，それは， 2 つの利益概念の基礎となる利益観が混在して

いることを意味している。これを 2 つの利益観の「ハイブリッド」（石

川［2003］11頁）と見ることができるが，もしこの現状を前提にするな

らば，利益観のハイブリッドのあり方を説明するための説明理論を構築

する必要がある。

なお，収益・費用は利益の構成要素であることから，収益・費用の定

義に関する問題は結果的には利益観の選択問題に帰することになる。

（ 4 ）認識・測定に関する未解決問題

認識とはある項目を財務諸表に計上することである16。資産・負債の

認識規準については，資産・負債の定義を満たすこと，資産・負債の発

16　資産・負債の認識については，デリバティブやリースの資産・負債計上や，退
職給付に関連する負債の計上の際に問題とされた。また，株式報酬やストック・
オプションの会計処理において費用計上の是非が問われたが，費用計上の論拠と
して，労働サービスを提供してそれを消費することで費用となることが主張さ
れている（企業会計基準委員会［2013］第34-39項）ことから，結局これも労働
サービスという資産を認識するかどうかという点が問題となっている。

15
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生の蓋然性が高いこと，信頼をもって測定できることなどが要件となっ

ているが，すべての概念フレームワークで認識規準が共通しているわけ

	 　しかしこれらの論点は，制度上はおおむね解決しており，学問上もデリバティ
ブやリース資産，あるいは退職給付に関する負債を貸借対照表に計上するかとい
う問いが提示されることは，現在では少ない。ストック・オプションについても
費用計上が義務付けられ，ストック・オプションを費用計上するか否かという論
点についても，制度上はおおむね解決していると考えられる。

	 　しかしストック・オプションを費用計上する前提として，労働サービスを資産
として認識するのであれば，さらに踏み込んで，労働サービスを提供する「人材」
を資産として認識することの妥当性を検討する必要があるようにも思われる。人
材の資産計上を論じる会計領域を「人的資源会計」と呼ぶこともあるが，現状で
は人材を資産として認識して貸借対照表に計上するケースは，英国においてサッ
カー選手に関する支出を資産として計上する「稀有な事例」（角田［2014］179
頁）がみられる程度であって，きわめて限定的である。ではどのような状況下で
人材を資産として認識できるのか（あるいは認識できないのか），資産として計
上することができる場合の測定や期末評価をどのように行うのか，課題は多い。

	 　そして，自社でその価値を高めていくような人材のようなものを資産として計
上するのであれば，同じように自社でその価値を高めていくことが求められるブ
ランドや自己創設のれんについても資産計上すべきという議論につながっていく
可能性がある。ブランドや自己創設のれんの資産認識の問題など，資産の定義や
認識をめぐる個別的課題はなおも残されているといえる。

	 　上述の論点は，これまで認識されていなかった項目や現在認識されていない項
目を認識するか否かをめぐる議論である。これに対し，現在資産として認識され
ているものの資産性が問題になることがある。繰延資産は現在日本では財務諸表
に資産として計上することができるが，現在計上が認められている繰延資産が概
念フレームワークの資産の定義を満たさないケースもあり得る。すなわち，「資
産を将来の経済的便益を規定する資産概念のもとでは，特に将来キャッシュ・フ
ローの流入を伴わない繰延資産項目の資産計上は制限されることになる」（森川

［2005］176頁）。したがって，現在繰延資産として認識されているものをどのよ
うに扱うかは，今後検討の余地がある。

	 　とはいえ，これらの課題はいずれも，認識・測定の概念上の未解決問題という
よりは，定義や認識・測定といった基礎概念の適用に関する個別問題と考えられ
る。したがって，資産・負債の認識をめぐる個別的な論点については，ここで簡
単に述べるにとどめておくことにする。

16
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ではない。資産・負債の認識規準に何を盛り込むかは，検討を要する課

題の 1 つである。

他方，収益の認識については，IASB が収益認識プロジェクトを立ち

上げたことにより，学問上も収益認識のあり方について盛んに議論され

た。そこでの焦点は，従来の収益認識規準である「実現」をどう扱うか

ということであった。

「実現」には，狭義の実現と広義の実現がある。狭義の実現とは，財

の引渡しやサービスの提供が完了し，対価として現金・債権等の流動資

産を受け取ることを指すことである（佐藤［2018］49頁）。広義の実現

とは，狭義の実現よりも実現の意味を広く捉え，「収益として認識して

もよい事象」が生じることを指す（辻山［2007］147頁）。現在，制度上

は，狭義の実現概念が採用されていると解される。

当初，IASBの収益認識プロジェクトでは「資産負債アプローチ（assets 

and liabilities approach）」という考え方を採り，契約時に資産・負債の公

正価値測定に基づく資産・負債の差額を収益として計上することを規定

していたことから，IASB は従来の実現概念とは大きく異なる収益認識規

準を導入しようとしていた（池田［2014］111-112頁）。これに対しては

反発が強く，結局国際財務報告基準（IFRS）第15号では，従来の実現概

念を重視した「実現稼得過程アプローチ」を踏襲した収益認識規準を導

入することとなった。

他方，デリバティブなどの金融商品の収益認識については，公正価値で

評価して帳簿価額と公正価値との評価差額を損益に含めることもある17。

17　金融商品についても，すべての金融商品を公正価値で評価するわけではない。
すべての金融商品を公正価値で評価するという，金融商品の全面的な公正価値評
価が FASB や国際会計基準委員会を中心としたジョイント・ワーキング・グルー
プによって提案された（Joint Working Group of Standard Setters［2000］）こと
もあったが，この提案は却下されて現在に至る。

17
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したがって，現状では，すべての項目について収益認識規準が同じとい

うことはなく，金融資産・金融負債（の一部）に関する収益認識規準と，

事業資産・負債に関する収益認識規準とでは，異なっている。ここから

明らかになるのは，収益認識規準と資産・負債評価は密接に関わってい

るということである。

資産・負債について，期末に取得原価を基礎とした価額（取得原価か

ら減価償却累計額や貸倒引当金を控除した帳簿価額，あるいは償却原価

など）を付すのか，公正価値を基礎とした価額（正味売却価額など）を

付すのかについては，検討が必要である18。現実には，すべての資産・

負債を，取得原価を基礎とした価額で評価するわけではないし，また，

すべての資産・負債を公正価値で評価するわけでもない。評価基準の使

い分けのあり方，すなわち，何に対して取得原価を基礎とした価額を付

し，何に対して公正価値を基礎とした価額を付すのかという点について

は，その論拠も含め，自らの理論体系を構築するにあたり検討が必要で

ある。

5 ．財務会計の基礎概念に関する研究の将来の方向性

本稿では，基礎概念に関する未解決問題について整理した。もちろん

18　たとえば，事業用資産・負債に対しては取得原価を基礎とした価額を付し，金
融資産・負債については公正価値を基礎とした価額を付すというのも，1 つの考
え方である。古賀［2001］では，会計理論のあり方を，製造業などを前提に置い
たプロダクト型会計理論と金融を念頭に置いたファイナンス型会計理論に分け，
前者では取得原価（またはカレントコスト）評価や実現・対応概念などを重視す
るのに対し，後者では公正価値評価を重視する（古賀［2001］41頁）。同じ有価
証券でも事業用に保有している場合と短期利殖目的で保有している場合では，会
計処理が異なっており，現実の会計基準でも，同じ財を持っていても用途・保有
目的ごとに会計処理が異なる。
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財務会計の基礎概念をめぐる未解決問題

本稿で取り上げなかった課題もあるかもしれないが，会計理論について

自らの理論体系を構築するには，基礎概念について本稿で列挙した様々

な課題をクリアしなければならない。

論者によっては，自らの理論体系の中で，これらの課題のうちいくつ

かは解決しているかもしれない。その場合でも，未解決問題が残ってい

れば，それについて解決を図ることによって，自らの理論体系のさらな

る精緻化を図ることができる。

その意味で，自らの理論体系を構築する際に残された（個人レベルの）

未解決問題は， 1 つずつ解決を図るよう努める必要がある。

基礎概念の研究は，個別問題に関する研究の直接の前提になるもので

あるから，個別問題の研究に当たっても検討を要するものである。逆に

いうと，個別問題の研究において基礎概念を明らかにしないのであれば，

不十分な研究であるといわざるを得ないであろう。
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